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Abstract
 

This study investigates the influence on dietary habits by examining the experience of living with grandparents.The
 

survey sample comprised 381 female college students at Japan Women’s College of Physical Education who were second
 

grade in 2002 and 2003.Firstly,the target group agreed to answer a questionnaire-with a pre-explanation-by which
 

we were able to analyze by mass examination.The response rate of this survey was 100%.It consisted of 16 questions
 

on past dietary behavior,10 questions on current and 5 questions on future dietary behavior.In addition,we researched
 

past life style concerning the experience of living with grand parents under the influence of eating behavior.The results
 

of the exploratory factor analysis (EFA) and confirmatory factor analysis (CFA) demonstrated that constructive
 

validity over factorial structure of current,past and future eating behavior was verified.Three factors of past,three
 

factors of current and two factors of future over factorial structure were confirmed. Next, causal structure of
 

consciousness between past dietary behavior and current and future dietary behavior was confirmed using structural
 

equation modeling. It was clarified that the past dietary behavior had a significant effect on the consciousness of
 

current and future dietary habits.Finally,using simultaneous analysis in multiple populations,fluctuation of variance
 

of factorial structure was examined between experience of living with and without grandparents.These results indicate
 

that the experience of living with grandparents was influenced to current and future dietary behavior.

dietary habit, family structure, simultaneous analysis in multiple population

Ⅰ.はじめに

全国的に，祖父母等との３，４世代同居世帯（複合

家族）は減少傾向にあるが，子どもの精神的な安心，

および食の継承等に関して，祖父母が何らかの役割を

果たしているのでないかという指摘もある（内田ほか，

2000） ．著者は「過去の食に関する環境および体験が

現在および未来の食生活に及ぼす影響」などについて

既に調査を行ったが，祖父母との同居体験の食習慣に

及ぼす影響力の違いに関しては検討していない．

そこで本研究では特に，過去における祖父母同居体

験が，過去の食習慣から現在および未来の食習慣に及

ぼす影響力をどう変化させるかを検討することを目的

とした．すなわち，祖父母との同居体験の違いから見

た食行動継承の多母集団同時分析を行うことにより，

若者の過去と現在・未来における食行動の因果構造を

調査したものである．

多母集団同時分析を行うためには，かなりのデータ

数が必要である為，２年分の調査を併せることにより

データ数を約２倍に増やした．その上で改めて，食に

関する過去，現在，未来の食行動の探索因子分析，お

よび，この結果に基づく検証的因子分析を行いモデル

の妥当性を確かめた上で，対象者を祖父母との同居体

験の有無による２つの集団に分け，目的を検証するた

めの分析を行った．

Ⅱ.方 法

１.調査の対象と方法

本学に2002年，2003年に在籍した２年生381名を対象
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とした．2002年10月に187名，2003年５月に194名に対

し集合調査法を用いて実施した．参加者には事前に調

査の趣旨を説明し，同意を得た上で無記名で回答させ

100％回収した．

２.調査項目

心や体の健康，食を作る人の充実感，不定愁訴，体

格，結婚後の家庭像他，調査項目は多岐に渡ったが，

今回の分析に利用したのは，食事の摂取，マナー等に

関する項目である．

１)食に関する過去の環境および体験16項目

①夕食時の挨拶 ②取り箸の利用 ③箸置きの利用

④夕食時のテレビ視聴 ⑤家族全員での食事頻度 ⑥

食事中の会話 ⑦一人前ずつの盛りつけ ⑧夕食時の

野菜調理 ⑨季節食材の摂取 ⑩調理済み食品の摂取

だしの取り方 季節行事の実施 料理者の食事

に対する意識 料理者の料理に対する興味 本人

の食事作りへの関与 父親の食事作りへの関与

２)現在の食行動に関する10項目

①外食および調理済み食品の摂取 ②食事作りへの

関与 ③夕食の摂取 ④朝昼夜の食事摂取 ⑤食事に

対する心がけ ⑥料理番組の視聴 ⑦料理関連雑誌の

購読 ⑧料理に関する知識 ⑨配膳の知識 ⑩箸置き

の利用

３)未来の食行動に関する５項目

①温かい食事の重要性 ②家族全員での食事の重要

性 ③手作り料理の重要性 ④将来の食事作りの姿

⑤将来の調理済み食品の利用

であった．

過去の食行動に関する項目は，想起法により調査し

た．項目尺度は４または５段階順序尺度を用いた．現

在の食行動に関する項目は食行動の実態を調査した．

未来の食行動に関する項目は，思い描く将来の食行動

の理想像を調査した．また，食行動に影響を与える家

族構成として，小学校卒業前後における祖父母との同

居体験の有無を同時に調査した．

上記の調査項目は，先行研究（岡崎ほか，2000 ；門

田，2002 ；善福，1993 ；染谷ほか，1989 ；山

口ほか，1996 ；富岡ほか，1997 ）を参 にすると共

に，家族とのコミュニケーション，食文化の継承（富

岡，1999） ，母親の食に対する意識・態度・教育態度，

子どもの食に対する意識・態度と関わり（染谷ほか，

1989） を質問した．

同様に，食に関する現在の習慣の項目は先行研究（植

田，1989 ；渡辺，1997 ；伊藤ほか，1999 ）を参

に作成し，魚や汁物の配膳の知識，箸置きや取り箸に

関するマナー，大根葉の利用など，幼少期における母

親との接触により自然に身に付くと えられる項目を

追加した（小林ほか，2002）．未来の食行動に対する

意識は，先行研究より項目を選定した（小林ほか

2001）．

Ⅲ.統計解析

１.探索的因子分析

「過去の食体験が，現在や未来の食行動に影響してい

る，その影響は家族構成によって異なるのではないか」

という食行動の仮説モデルを検証するにあたり，食に

関する過去の環境および体験，食に関する現在の習慣，

未来の家庭的食事に対する意識の３領域についてそれ

ぞれ探索的因子分析を行った．

因子抽出は主成分解法を用い，斜交プロマックス回

転後の因子パターン行列を算出した．因子数決定基準

は固有値１以上とした．これは既に検証している「過

去の食に関する環境および体験が現在および未来の食

生活に及ぼす影響」（小林，2003） についての方法と同

様である．

２.検証的因子分析

探索的因子分析の結果，0.5以上の高い因子負荷量の

得られた変数に限定し，検証的因子分析により仮説モ

デルを検証した．モデルの妥当基準として，モデル適

合度を算出した（Bentler et al.，1980 ；狩野ほか，

2002 ）．モデルの適合度指標には，データの分散・共

分散に対するモデルの説明率を示すGFI，AGFI，最も

当てはまりの悪い独立モデルとどれだけかけ離れてい

Fig.1 食行動における仮説モデル
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るかを示すCFI，モデルの真の分散・共分散行列との

距離を表すRMSEAを用いた．検証的因子分析におけ

る母数推定には応用的研究に多く用いられる最尤法を

用いた（豊田，1998） ．

３.食行動の因果構造分析

各因子を構成する変数の合計点を算出し，各因子を

代表する合成変数を新たに作成した．食に関する過去

の環境および体験，食に関する現在の習慣，未来の家

庭的食事に対する意識の３因子間の因果構造を構造方

程式モデリング（structural equation modeling :

SEM）；（Bollen，1989 ；Bollen，1993 ；豊田，

1992 ，豊田，1998 ；狩野ほか，2002 ；山本ほか，

1999 ）により検討した．モデルの妥当性の評価には検

証的因子分析と同様の指標を用いて，総合的にモデル

適合度を判定した（山本ほか，1999） ．パス係数，共

分散および分散の有意性検定には一変量ワルド検定を

用いた．モデルの修正にはアプリケーションソフト

AMOS 4.02Jによる修正指標を用い，変数間の関係が

実質科学的に内容的妥当性があると えられた場合の

み，固定母数を自由母数へと再指定し（豊田，1992) ，

再度検証を行った．

４.多母集団同時分析

検証された因果構造において，過去における祖父母

との同居体験の有無を属性変数とし，食に関する過去

の環境および体験が，現在の習慣および未来の食行動

に対する意識へ及ぼす影響の変化を多母集団同時分析

により検討した．母集団の特徴の違いを比較する場合

には，ある程度比較の枠組みを共通させておいて，議

論の元となる研究仮説の部分のみを対比させることが

有効である（豊田，1998） ．例えば因子の平 値や分

散の比較に関して，因子数や，因子付加が等しいと仮

定し，祖父母との同居の有無による，過去の食体験の

影響の比較が可能となる．

探索的因子分析にはアプリケーションソフトSPSS
 

11.0J，検証的因子分析，因果構造分析，多母集団の同

時分析にはAMOS 4.02Jを用いた．全ての分析におい

て有意水準は５％とした．

Ⅳ.結 果

１.食生活と不定愁訴

近年，身体がだるい，疲れ目，不眠，四肢痛といっ

た不定愁訴症状を抱える児童生徒が増加している（森

本ほか，1995 ；森本，1994 ）．不定愁訴症状発現要

因の中で，男子に比べ女子に多いものに食生活の乱れ

がある（内田ほか，1997） ．特に起床時における食欲

のなさは，夜型生活による自律神経の変調の現れと

えられ，日常生活との関連を含めて朝食の重要性を再

すべきである（内田ほか，2001） ．朝食から始まる

食生活を支えるのは，食を担う者の役割であり，幼少

期に習慣付けられた毎日の朝食摂取は，生涯において

継続されやすいと えられる（長屋，2003） ．

また，女子の場合には祖父母と同居がないと不定愁

訴が増加すると言われる（内田ほか，2001） ．家庭に

祖父母がいることにより親とは異なる心理的交流があ

り，何らかの精神的ケアが得られ，それが不定愁訴の

減少に結びつくと えられる（内田ほか，2000） ．こ

れらのことから，祖父母が子供の発育発達期に母親を

サポートし，食行動においても良い影響を与えること

が推察されるが，本調査では不定愁訴に関する詳細な

調査は別に行う事とする．

２.家族構成別の世帯数

厚生労働省による全国の家族構成を調べて見ると，

1980－2002年の約20年間において単独世帯と夫婦のみ

の世帯数は増加傾向にある（Fig.2)．一方，夫婦と未

婚の子のみの世帯（核家族）および祖父母等との３，

４世代同居の世帯（複合家族）は減少傾向にある（Fig.

2，Table 1)．すなわち，一家族の世帯数が減少してい

る．対象者が小学校６年生当時，1995年において核家

族の割合は35.3％，複合家族の割合12.5％であり，2002

Table 1 ３世代世帯の割合

年次 核家族（％)
複合家族（％)

(３，４世帯)

1980 42.7 16.9

1985 41.9 15.2

1990 38.2 13.5

1995 35.3 12.5

1998 33.6 11.5

1999 34.4 10.6

2000 32.8 10.6

2001 32.6 10.6

2002 32.5 10.0

註：平成14年 国民生活基礎調査の概

況

厚生労働省 国民生活基礎調査 厚生

の指標 より
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年において，核家族の割合は32.5％，複合家族の割合

10％となっている．晩婚化および少子化，核家族化に

より，複合家族が少なくなっている実態がある（厚生

労働省 2002） ．

本学の調査対象者に関しては，小学校六年生当時に

祖父母と同居していた学生が約20％，祖父と同居が

2.6％，祖母と同居が10.6％であり（Table 2)，祖父・

祖母との同居体験者の割合は併せて33.3％となってい

た．

３.家族構成と食事バランス・朝食摂取

食習慣と家族構成との関係を調べた報告によると，

食事バランスの意識や食品群摂取頻度については核家

族と複合家族とに様々な傾向が見られる．要因として，

他の構成員，特に，祖父母同居の影響が えられる（落

合ほか，1992） ．一日の始まりとして大事な朝食は，

特に成長期において欠かせないが，複合家族世帯に比

べ，核家族の方が「毎日朝食を取る」あるいは「三種

類以上の食品群を朝食で摂取している」が有意に少な

く，育児環境の点で不利になっている場合が多いこと

も示唆されている（林ほか，1996）．一方で，比較的

時間に余裕がある専業主婦（無職の有配偶女性）と，

時間に余裕が少ない有業主婦（自営・正規雇用・パー

トなど，有業の有配偶女性）との間において，幼児の

食生活に差は認められず，むしろ有業主婦の方が良い

食生活を心がける努力をしている場合もあるとの報告

もある（鈴木，1985） ．

４.日本と外国における家事・育児協力比較

本調査対象者の小学校６年生当時は1994－５年であ

る．国々の諸事情により毎年の調査結果が得られるわ

けではないが，内閣府の男女共同参画社会に関する世

論調査（内閣府，2002） に，1996年当時，育児に当た

る夫婦の育児・家事時間の国際比較が示されている

（Table 3)．また，同白書平成10年版には男女の家庭責

Fig.2 世帯類型別にみた世帯数の年次推移（国民生活基礎
調査H14)

Table 3 育児期にある夫婦の育児・家事時間の国際比
較（単位：時間）

国名 調査年
妻 夫

育児 家事 育児 家事

カナダ 1999 2.1 3.0 1.5 2.4

イギリス 1996 2.0 5.4 1.5 1.7

スウェーデン 1992 2.2 3.9 1.2 2.5

ドイツ 1992 2.1 4.2 1.0 2.5

オーストラリア 1997 1.7 2.9 0.9 2.0

オランダ 1985 1.9 4.3 0.8 2.1

フィンランド 1987 2.1 3.6 0.8 2.1

イタリア 1989 1.6 4.8 0.6 1.2

アメリカ 1995 1.0 3.3 0.6 2.0

デンマーク 1987 0.9 3.1 0.5 1.9

オーストリア 1992 1.0 4.8 2.5 1.7

日本 1996 1.6 3.9 0.3 0.3

註：平成14年度男女共同参画白書より

「家事」は「家事」「介護・看護」「買い物」の合計値

日本以外では「その他の無償労働」

妻はフルタイム就業者，夫は全体の平 値

Table 2 本学学生に関する小学校６年生当時の世
帯状況

同居者 H14 H15 全体世帯類型別割合（％)

祖父母 36 40 76 20.1

祖父 7 3 10 2.6

⎫

⎬

⎭

33.3％

祖母 18 22 40 10.6

なし 124 129 253 66.8

合計 185 194 379 100.0

註：無回答２名
Table 4 男性の家事協力度の国際比較

調査年 炊事
掃除

洗濯

家庭

雑事
買い物

子ども

の世話

日本 1990 2.2 4.1 29.2 23.5 12.1

カナダ 1986 24.0 13.6 220.0 70.7 33.3

アメリカ 1985 27.7 37.5 153.6 61.3 27.3

イギリス 1987 32.2 18.0 175.9 56.8 35.0

デンマーク 1987 39.2 17.4 132.0 73.1 47.4

オランダ 1985 30.2 12.8 147.1 52.8 30.6

フィンランド 1987 27.3 26.3 213.0 77.8 32.4

註：⑴ 平成10年度男女共同参画白書より；資料出所：

NHK「生活時間の国際比較」（1994年)

⑵ 男性の家事協力度を，女性の時間を100とした時の

相対量で指標化
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任を巡る状況などが示され（内閣府，1998） ，総理府

男女共同参画の現状と施策（総理府，1997） における

生活時間の国際比較には（Table 4)，男性の家事協力

度を，女性の時間を100とした時の相対量で指標化され

たものがある．炊事，掃除・洗濯は諸外国でも男性の

協力度は女性より低くなっているものの，女性100に対

して24－39.7である．一方，日本における男性の協力

度は2.2である．

５.探索的因子分析

領域ごとに探索的因子分析を用いて因子を抽出し

た．推定方法は主成分解法を用い，初期解に対してプ

ロマックス斜交回転を施した結果，各領域の因子構造

は単純構造に達した．因子負荷量が0.5以上の変数に言

及して因子の解釈を行った．食に関する過去の環境お

よび体験領域では，家族の食事参加，食に関わる作法，

料理者の食文化意識と解釈できる３因子が抽出され，

全分散の約46％が説明された．食に関する現在の習慣

領域では，食行動の質，食に対する興味と行動，食に

関わる作法と解釈できる３因子が抽出され全分散の約

57％が説明された．未来の食行動に対する意識領域で

は，家庭的食事に対する重要性，家庭的食事に対する

将来像と解釈できる２因子が抽出され全分散の約61％

が説明された．各因子において0.5以上の因子負荷量を

示した変数はTable 5の通りであった．

６.検証的因子分析

探索的因子分析の結果，0.5以上の因子負荷量を示し

た変数に限定して各領域における因子構造を検証し

た．各領域における検証的因子分析結果の適合度指標

は良好であり，因子構造の構成概念妥当性が確認され

た．

７.食行動の因果構造分析

食に関する過去の環境および体験と食に関する現在

の習慣や未来の食行動に対する意識との因果構造を検

証した．因果構造の検証には，構成概念妥当性の確認

された変数の合計得点による合成変数を用いた．Fig.

Table 5 探索的因子分析結果まとめ

領域 因子 因子を構成する変数 因子負荷量 因子寄与率(％)全分散の割合

家族の

食事参加

食事中の会話

夕食時の挨拶

家族全員での食事頻度

料理者の料理に対する興味

0.70

0.61

0.58

0.51

16.45

食に関する過去の環

境および体験

３
因
子

食に関わる

作法

取り箸の利用

箸置きの利用

夕食時のテレビ視聴

0.70

0.70

0.58

15.54
46.04

料理者の

食文化意識

だしの取り方

季節食材の摂取

季節行事の実施

0.73

0.67

0.51

14.05

食行動の質

食事に対する心がけ

朝昼夜の食事摂取

夕食の摂取

0.80

0.73

0.73

21.99

食に関する

現在の習慣

３
因
子

食に対する

興味と行動

食事作りへの関与

料理番組の視聴

料理関連雑誌の購読

0.75

0.74

0.72

20.53
57.24

食に関わる

作法

配膳の知識

箸置きの利用

0.75

0.70
14.72

未来の

食行動に対する意識

家庭的食事に

対する重要性

温かい食事の重要性

家族全員での食事の重要性

0.86

0.85
33.38

２
因
子 家庭的食事に

対する将来像

将来の食事作りの姿

将来の調理済み食品の利用

手作り料理の重要性

0.77

0.69

0.53

27.14

60.52
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4に食行動の因果構造モデルの分析結果（標準解）を示

した．適合度はいずれも良好であり妥当な因果構造モ

デルが検証された．食に関する過去の環境および体験

因子から，食に関する現在の習慣（パス１）および，

未来の食行動に対する意識因子へのパス（パス２）の

パス係数はいずれも有意であった．

８.多母集団同時分析

調査対象者を増やした後，改めて立てた「過去の食

行動が現在，未来の食行動に影響を与えている」とい

う仮説モデルは，先述の結果５～結果７における分析

結果により検証された．

そこで，過去における祖父母との同居体験に注目し，

対象者を祖父母との同居体験のあるグループと同居体

験のないグループに分類し，食に関する過去の環境お

よび体験因子から他の２因子へのパス係数（パス１，

パス２）の２グループ間での等値性を多母集団同時分

析により検討することとした．

多母集団同時分析においては，事前に各グループの

みのデータによる個別分析を行い，同様の因果構造モ

デルが検証されていることが必要である．本研究にお

いても，これに従い同様の因果構造モデルによる個別

分析を行った．個別分析の結果，祖父母との同居体験

群では，GFIは0.933，AGFIは0.850，RMSEAは

0.107，同居体験のない群においては，GFIは0.973，

AGFIは0.940，RMSEAは0.045であった．両グルー

プにおけるモデル適合度は概ね良好であった．

Table 5に示すように，多母集団同時分析の結果，食

に関する過去の環境および体験因子から食に関する現

Fig.3 現在，過去，未来の食行動の検証的因子分析（標準解）
註：数値はパス係数，e1-e8は誤差
モデル適合度の指標として６種を記載

Fig.4 食行動継承の因果構造モデル（標準解）
註：数値はパス係数，e1-e8は誤差
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在の習慣へのパス係数は，祖父母同居群では1.00，別

居群では0.53であり，アプリケーションソフトAMOS
 

4.02Jを用いたワルド検定の結果，２グループ間で有意

な差が見られた．このことより，祖父母との同居体験

の有無により，過去の食行動が現在の食行動に及ぼす

影響の大きさに差異を与えることが検証された．

また，食に関する過去の環境および体験因子から未

来の食行動に対する意識因子へのパス係数は祖父母同

居群では0.45，祖父母別居群では0.28であり（Table
 

6），祖父母同居群の方が，過去の環境および体験因子

から強い影響を受けていた．しかしながら，２グルー

プ間で統計的な有意差は見られず，本研究では過去の

祖父母との同居体験は，過去の食行動が未来の食行動

に及ぼす影響の大きさに差異を与える，という仮説を

統計的に検証するには至らなかった．この点に関して

は，今後，データ数を増やし，再度検討を行っていき

たい．

また，両グループ間においてパス１，パス２のパス

係数の等値制約を除外した多母集団同時分析（局所評

価モデル）を行った結果をFig.5に示す．モデル中の

すべてのパス係数に等値制約を課した測定不変モデル

に比べ，いずれの適合度においても良好な値を示した．

このことは，モデル中のすべてのパス係数が等値であ

ると仮定するよりも，パス１，パス２の部分に関して

は，祖父母との同居の有無によりパス係数が異なると

することが妥当であることを示していると言える．さ

らに，パス係数の大小関係には等値制約を与えずに，

パスの配置のみが一致していると仮定したモデルであ

る測定不変モデルの適合度も加えて検討したところ，

局所評価モデルが最良の適合度を示した．これらの結

果より，パス１，パス２以外のパス係数は，祖父母と

Table 6 多母集団の同時分析によるパス係数の変化

パス
祖父母

同居群

祖父母

別居群

ワルド検定

(検定統計量)

過去→現在（パス１） 1.00 0.53 2.785

過去→未来（パス２） 0.45 0.28 0.558

註.ワルド検定の検定統計量はχ二乗分布に従い1.96以

上であれば有意な差が認められる

Table 7 多母集団の同時分析における適合度

領域 GFI AGFI CFI RMSEA AIC χ(p値)

配置不変

モデル
0.9580.9060.906 0.052 140.308 0.002

測定不変

モデル
0.9460.9080.890 0.049 134.969 0.001

局所評価

モデル
0.9540.9170.917 0.044 128.878 0.008

Fig.5 食行動継承の因果構造モデル（多母集団同時分析）（標準解）
註：数値はパス係数，e1-e8は誤差 パス係数の上段は祖父母同居群，下段は祖父母別居群

＊は２群間のパス係数の差が有意（p＜0.05）であることを示す
但し，下線部分以外は等値制約を課しているため未検討

適合度指標の値は局所評価モデルにおける値
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の同居の有無によらず等しいと判断でき，パス１，パ

ス２の部分に関しては，祖父母との同居の有無により

パス係数が異なると結論づけられる．各モデルにおけ

る適合度指標の一覧はTable 7に示す．

Ⅴ. 察・課題

１.日本と外国における家事・育児協力比較

日本の男性の炊事，掃除・洗濯への協力度は，諸外

国に比較し桁違いに低くなっている．さらに家庭雑事

は日本以外の諸外国（カナダ，アメリカ，イギリス，

デンマーク，オランダ，フィンランド）では，女性よ

り多くの仕事を男性がこなしており，２倍以上の雑事

をこなしている国（カナダ，フィンランド）さえある

（Table 3)．通勤事情，勤務状況が国により異なり，日

本の男性に余裕がないことを 慮する必要はあるもの

の，炊事，買い物，掃除洗濯，家庭雑事，子どもの世

話のどれをとっても日本の男性の家事協力度が低いの

は明白である．食の継承と炊事，買い物等とは深い関

係があり，夫の協力が低い状況では，祖父母，特に祖

母との同居による協力は女性には大きな力となると

えられ，祖父母が孫世代の食行動に与える影響も大き

いと予測される．

祖父母との同居が一般的でない諸外国では，夫が妻

に家事・育児の協力を行っているが，夫の協力が期待

できない国内において，祖父母との同居は家事・育児，

子どもの精神面をサポートしてもらえるなどの観点か

ら，子どもにとってもメリットになると えられる．

日本では昨今，少子化が問題になっている．これに

は様々な原因が えられるが，夫の家事協力時間が少

ないという現状も一つの要因と えられ，最近の新聞，

雑誌で頻繁に取り上げられる問題である．

本調査では，厚生労働省で少子化問題に取り組む研

究員とも相談の上，学生の未来の姿として，家事，育

児，結婚すると仮定した場合の理想の相手像などの回

答も得ている．しかし，少子化は食行動調査だけに限

らない大きな問題であり，別な機会に論じるべき課題

であろう．

また，外国といっても，西欧諸国とアジアの国々で

は調査結果がかなり異なると予想される．他のアジア

の国々と日本の現状との比較，特に複合家族における

食の継承調査は，興味の尽きない課題である．

２.食行動の因子構造

現在，過去，未来の食行動の因子構造は検証的因子

分析により構成概念の妥当性が確認された．各領域に

おける因子構造のパス係数はすべて有意であった．過

去の食行動の因子構造では，家族の食事参加，食に関

わる作法，料理者の食文化意識の３因子が確認された．

３つの因子間の相関は高く相互に影響を及ぼしている

ことが推察された．家族の食事参加の増加，食に関わ

る作法の改善および，料理者の食文化意識の改善が相

互に影響を及ぼし合いながら食行動全体を改善してい

ると解釈できる．各因子を構成する観測変数へのパス

係数に大きな偏りはなく，食行動の改善には家族の食

事参加，作法，食文化意識に関してバランス良く改善

することが必要であると推察された．

現在の食行動の因子構造では，食行動の質，食に対

する興味と行動，食に関わる作法の３因子が確認され

た．このうち，食に対する興味と行動と食に対する作

法の因子間相関は高く相互に影響を及ぼしていること

が推察され，３因子間には密接な関係があると えら

れた．

未来の食行動の因子構造では，家庭的食事に対する

重要性，家庭的食事に対する将来像の２因子が確認さ

れた．２つの因子間の相関は高かった．家庭的食事が

重要であると えることが，家庭的食事に対してしっ

かりした将来像を描くことにつながると推察された．

各領域で検証された因子構造は本研究の仮説と整合

しており，仮説は検証された．

３.過去の祖父母同居体験が食行動の因果構造

に及ぼす影響

本研究では，「過去の食体験が，現在や未来の食行動

に影響している，その影響は家族構成によって異なる

のではないか」という食行動の仮説モデルを立て，多

母集団同時分析により，過去における祖父母同居体験

が因子間の因果関係に及ぼす影響を検討した．この結

果，現在の食行動に関して，祖父母との同居体験のあ

る群において無い群と比べて，過去の食行動の影響が

大きいことが明らかになった．

一方，食に関する過去の環境および体験因子から，

未来の食行動に対する意識に関して，祖父母との同居

体験の有無により，過去の食行動の未来の食行動への

影響は異なってくるという仮説を統計的に立証はでき

なかった．この点は今後の課題であるが，多母集団同

時分析では多くのデータを揃えて初めて有意な差が出
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るという筆者らの過去の分析体験があり，今後，さら

にデータ数を増し，再検討することで，有意な差を検

出できることが予測される．

現在の食に関する３因子，食行動の質，食に対する

興味と行動，食に関わる作法等へ，どの程度祖父母と

の同居体験が影響するかといったことも興味深い内容

であるが，これは赤池の情報量規準（赤池，1976）を

応用した（坂本ほか，1983） 事前確率，事後確率から

算出できると えられる．煩雑な計算が必要であるが，

これも今後の課題としたい．
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